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食料品の消費減税、再増税時の消費減少は避けられず
― 時限減税は、終了時の価格上昇と消費の反動減を招く可能性 ―
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説明

• 生涯所得の増加に応じて消費を拡大
• 時限減税では効果は限定的
• 増税などによる将来的な負担増が想

起されれば、効果はさらに縮小

所得効果

• 価格が低いときに消費を前倒し
• 食料品は消費の前倒しが難しいもの

の、贅沢品や嗜好品の消費が増える
可能性

異時点間
代替効果

• 減税前後で購入タイミングを変更する
動き

• コメや加工食品といった備蓄可能な
食料品の在庫を積み増す可能性

買い控え/
駆け込み

（１）高市首相は2027年４月から飲食料品に係る消費税率を８％から１％に引き下げ、２年後には税
率を元に戻し、所得連動の給付制度を本格導入する方針（図表１）。もっとも、制度移行が円
滑に進んだとしても、再増税時の価格上昇を受けて、消費が下押しされる見通し。

（２）消費減税が消費に影響を与える経路は、①所得効果（家計の生涯所得の増加により消費も増
加）、②異時点間の代替効果（税率が低いときにより多く消費）、③買い控え（駆け込み）と
その反動、の３つに整理可能（図表２）。給付制度の規模や制度設計によっては、制度移行後
も家計の所得は下支えされるものの、２年後に元の税率まで引き上げられれば、税込みの食料
品価格は上昇。このため、減税期間中の代替効果の剥落に加えて、コメや加工食品など備蓄可
能な品目を中心とする駆け込み消費とその反動により、消費は振れる公算大（図表３）。

（３）さらに、企業の価格設定次第では、再増税後の消費下押し圧力が一段と強まる可能性。過去の
欧州では、付加価値税率の引き下げ分が販売価格に完全には反映されないケースや、税率引き
下げ時と引き上げ時で価格反応が非対称となるケースも（図表４）。とくにフィンランドでは、
税率復元時の価格反応が引き下げ時より大きく、減税終了後の価格が高止まり。わが国でも、
企業がマージン確保を優先すれば、再増税時の消費の落ち込みが一段と強まるリスク。

（４）財政の持続性や公約遵守の観点からは、２年後の税率引き上げが要請されるものの、再増税す
れば消費は下押しされる見込み。消費減税は導入時には家計支援として分かりやすい政策であ
るものの、出口局面では、政府に難しい政策判断を迫る可能性。
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（図表１）消費減税・給付制度のイメージ
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（図表２）消費減税が消費に与える影響
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（図表３）消費減税時の消費の概念図
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（図表４）主な欧州の付加価値税変更時の価格反応
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